
歳入

575億
8,349万円
市民１人当たり

54万1,886円

歳出

537億
5,650万円
市民１人当たり

50万5,872円

令和３年度　西条市の

決算 　令和３年度の決算がまとまりました。
　昨年度の決算を振り返り、市民の皆さんに納めていた
だいた税金がどのように使われたのかお伝えします。
問合せ　市庁舎本館３階　財政課　℡0897－52－1272
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市税
158億3,355万円
(27.5%）

依存財源 自主財源

繰越金
32億2,126万円
(5.6%）

諸収入ほか
46億1,308万円
(8.0%）

国庫支出金
116億414万円
(20.2%）

地方交付税
104億8,887万円
(18.2%）

市債
40億2,230万円(7.0%）

県支出金
41億5,353万円
(7.2%）

地方消費税交付金ほか
36億4,676万円(6.3%）

民生費
202億3,928万円
(37.7%）

教育費
48億6,363万円(9.0%)

総務費
87億6,061万円
(16.3%）

公債費
47億4,096万円
(8.8%）

土木費
43億9,806万円
(8.2%）

商工費
28億2,924万円(5.3%）

その他
36億1,195万円(6.7%）

衛生費
43億1,277万円
(8.0%）
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市民１人のお金の使われ方 住民基本台帳登録数106,265人（令和４年３月31日現在）

衛生費

ごみ処理や健康診断など
40,585円

公債費

市の借金返済
44,615円

商工費

商工業、観光の振興
26,624円

幼稚園、小・中学校の整
備や文化振興など

教育費
45,769円

道路や河川などの整備や
維持管理

土木費
41,388円

市庁舎の維持や市の総括
的な事務運営

総務費
82,441円

社会福祉や医療助成など
の充実

民生費
190,460円

　令和３年度の決算と市債・基金残高の一般会計分を１万分の１にして家計簿に例え、
令和２年度・平成23年度と比較してみました。　

ローン残高
（市債）の推移

預金残高
（基金）の推移

※ 収入合計575.8万円から支出合計537.6万円を差し引
いた金額38.2万円は翌年度の家計に持ち越します

令和２年との比較で家計簿を読み解く

西条さん家の家計簿

575.8万円Ｒ３ Ｒ３
Ｒ２…616.3万円　Ｈ23…452.6万円 Ｒ２…584.1万円　Ｈ23…428.1万円

537.6万円支出収入

消防活動の支援、農・林・
水産業の振興など

その他
33,990円
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給料（基本給）
市税、諸収入ほか

ローン返済
公債費

家の増改築費など　
普通建設事業費など

預貯金など
積立金

保険料・税金
補助費など

子どもへの仕送り
繰出金

医療費・教育費
扶助費

生活費
人件費、物件費

給料（諸手当）
地方交付税、地方
消費税交付金ほか

親からの援助
国・県支出金

銀行からの借入
市債

繰越金
前年度繰越金

預金の取り崩し
繰入金

188.7万円
187.6万円

130.9万円
142.6万円
149.9万円

68.4万円

83.2万円

157.6万円
231.6万円

85.9万円

134.9万円
109.2万円

107.3万円

141.3万円
115.6万円

53.1万円

48.2万円
48.6万円

51.1万円

47.4万円
43.7万円

20.1万円

50.6万円
153.3万円

13.9万円

38.2万円
14.7万円

73.1万円
72.0万円

5.6万円

15.8万円
15.5万円

47.4万円

40.2万円
41.8万円

23.6万円

32.2万円
24.2万円

　収入は、給料（市税、地方交付税など）が増えましたが、親からの援助（国
庫支出金）が減ったことから、年収が約41万円減少。支出は、医療費・教育費
（扶助費）やローンの返済額（公債費）が増えましたが、保険料・税金など（補
助費）が減ったことから、約47万円減少。令和２年度は臨時的な保険料・税金
など（国の特別定額給付金支給事業の実施）に対して親からの援助（国庫支出
金）を多く受けました。令和３年度も新型コロナウイルス感染症対策としてワ
クチン接種や子育て世帯・住民税非課税世帯への給付金支給などを実施してき
ましたが、令和２年度と比較すると収入・支出ともに減少となりました。預金
残高（基金）は増えているものの、長期化する新型コロナウイルス感染症や原
油価格・物価高騰などへの対策、今後増えることが想定される医療費・教育費
（扶助費）やローンの返済（公債費）を考えると、健全な家計の維持のためにも、
収入に見あった支出の計画を立てる必要があります。


